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３６条６項２号は，特許請求の範囲の記載に関し，特許を受けようと

する発明が明確でなければならない旨を定めて，発明概念が明確

であることを要求している。その趣旨は，特許請求の範囲に記載さ

れた発明が明確でないと，特許の付与された発明の技術的範囲が

不明確となり，権利の及ぶ範囲も不明確となって，第三者に不測の

不利益を及ぼすおそれがあるため，そのような不都合な結果を防止

しようとした点にある。したがって，特許を受けようとする発明が明確

であるか否かは，特許請求の範囲の記載のみならず，願書に添付

した明細書の記載及び図面を考慮し，また，当業者の出願時におけ

る技術常識を基礎として，特許請求の範囲の記載が，第三者に不

測の不利益を及ぼすほどに不明確であるか否かという観点から判

断するのが相当である。 


